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オーストラリア

１ 北海道の地理的位置・気候 （１）北海道の地理的位置
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・北海道は、北米と東アジアを結ぶ線上に位置し、ロシア極東地域にも隣接している。また、近年注目を集めている北極海航路の

１ 北海道の地理的位置・気候 （２）北海道の地理的優位性

北海道は、北米 東アジアを結ぶ線 位置し、 シア極東地域 も隣接し る。また、近年注目を集め る北極海航路
要衝と成り得る地理的優位性がある。
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・北極海航路は、欧州と極東を結ぶ代表的な経路『南回り航路』（マラッカ海峡、

スエズ運河経由）の６割程度の航行距離であり、商業航路としての経済的効
果が大きいと想定される。

響 極海 海 が減 極海 際 航路

マラッカ海峡

（出典）国土交通省海洋政策懇談会 報告書（平成24年3月）

・地球温暖化の影響により北極海の海氷が減少し、北極海の国際貿易航路と
しての可能性が高まっている。

２



・札幌市の年平均気温は8.9℃、月別平均気温の最も低い１月の平均気温は-3.6℃であり、世界の主要都市と比べ低い。

１ 北海道の地理的位置・気候 （３）北海道の気候

（最低気温：℃）
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出典：国立天文台編「理科年表（平成24年版）」

（注）平均気温は1981年から2010年までの年平均値、最低気温は月別平均気温の最も低い月の月平均値である
（都市により調査期間が異なる場合がある）



２ 北海道の交通基盤 （１）交通ネットワーク概念図
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※都市の区分は、新・北海道総合計画「ほっかいどう未来創造プラン」による
中核都市（札幌市,函館市,旭川市,帯広市,釧路市,北見市）
中核都市群（小樽市,室蘭市,岩見沢市,苫小牧市,江別市,千歳市,登別市,恵庭市,北広島市,石狩市,白老町,網走市）
地域中心都市（留萌市,稚内市,紋別市，士別市,名寄市,根室市,滝川市,砂川市,深川市,富良野市,伊達市,八雲町,江差町,倶知安町,岩内町,余市町,羽幌町,遠軽町,浦河町,新ひだか町,中標津町）

４



２ 北海道の交通基盤 （２）北海道の高規格幹線道路

・昭和42年度から整備を始め、昭和46年度に小樽IC～札幌西IC間（延長24.3km）及び千歳IC～北広島IC間（延長22.9km）が初め
て開通・て開通。

・平成24年度は５区間約39kmが開通し、北海道の高規格幹線道路の開通延長は1,015km、整備率56％である。

高規格幹線道路網図（平成24年度末）

○高規格幹線道路の整備状況

進捗率
総延長

平成24年度末
開通延長

北海道 1,825km 1,015km 56%

全国（北海道を除く） 約12,175km 9,533km 78%

全国（北海道を含む） 約14,000km 10,548km 75%

５



２ 北海道の交通基盤 （３）北海道の定期航空路

・新千歳空港は羽田に次ぐ国内線旅客利用があるとともに、新千歳－羽田線の提供座席数は世界第一位。
道内空港の国際定期便は アジア地域を中心に14路線 平成24年にはホノルル便 バンコク便も就航
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・道内空港の国際定期便は、アジア地域を中心に14路線。平成24年にはホノルル便、バンコク便も就航。
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２ 北海道の交通基盤 （４）北海道の定期航路

・国際物流においては、道内６港で外貿定期コンテナ航路が就航しており、北海道を東アジアや北米とつなぐ拠点として経済活動
を支えている・を支えている。

北海道の国際定期航路
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・全国ブロック別に将来推計人口の推移をみると、北海道は、東北、四国に次いで減少率が大きく、2040年（平成52年）には、2010

３ 北海道の人口・経済 （１）全国ブロック別将来推計人口・高齢化率の推移

・年（平成22年）から約24％減少して419万人になるものと予測されている。
・全国ブロック別に将来推計人口の高齢化率の推移をみると、北海道は、2040年（平成52年）には、全国ブロック中もっとも高くなり、
・40％以上になるものと予測されている。
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45 
（％）

全国 北海道 東北

110 
（2010年＝100）

全国ブロック別将来推計人口の推移
（2010年～2040年）

全国ブロック別将来推計人口高齢化率の推移
（2010年～2040年）

40.7 

35

40 

北関東 南関東 東海

北陸 近畿 中国

四国 九州 沖縄
100 

30 

35 

90 

20

25 

76.1 

80 
全国 北海道 東北

北関東 南関東 東海

15 

20 

平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

平成32年

（2020）

平成37年

（2025）

平成42年

（2030）

平成47年

（2035）

平成52年

（2040）

70 
平成22年

（2010）

平成27年

（2015）

平成32年

（2020）

平成37年

（2025）

平成42年

（2030）

平成47年

（2035）

平成52年

（2040）

北関東 南関東 東海

北陸 近畿 中国

四国 九州 沖縄

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」

注：各ブロックに属する都道府県は以下のとおり（内閣府「地域経済動向」に準拠）
【北海道】北海道、【東北】青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟、【北関東】茨城、栃木、群馬、山梨、長野、
【南関東】埼玉、千葉、東京、神奈川、【東海】岐阜、静岡、愛知、三重、【北陸】富山、石川、福井、
【近畿】滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山、【中国】鳥取、島根、岡山、広島、山口、
【四国】徳島、香川、愛媛、高知、【九州】福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島、【沖縄】沖縄
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３ 北海道の人口・経済 （２）北海道の市町村別人口の将来推計

・北海道の市町村別人口の将来推計のうち人口減少率が最も高いのは夕張市（64％）であり、空知産炭地域の市町村で人口減
少が著 とが予測され る・少が著しいことが予測されている。

・人口減少率の最も低いと予測される市町村は音更町（1.6％）であり、千歳市、東神楽町と続く。
・札幌市の人口は、2015年（平成27年）をピークに減少に転じると予測されているが、全道に占める割合は依然増加し続け、
・2040年（平成52年）には約４割に達すると予測されている。

2010年 2040年

夕張市 10,922 3,883 64.4%
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出典：国立社会保障・人口問題研究所
「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」
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2010年 2040年

音更町 45 085 44 369 1 6%

総人口（人）
市町村名 人口減少率
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（年）

人口減少率予測の低い市町村

音更町 45,085 44,369 1.6%

千歳市 93,604 88,678 5.3%

東神楽町 9,292 8,715 6.2%

芽室町 18,905 17,663 6.6%

恵庭市 69,384 63,053 9.1%

札幌市 1,913,545 1,711,636 10.6%

札幌市の人口 その他地域の人口 札幌市の人口の全道に占める割合

注1) 1950年の人口は、旧札幌村、旧篠路村、旧琴似町、旧豊平町及び旧手稲町の人口を含む。

1955年及び1960年の人口は、旧豊平町及び旧手稲町の人口を含む。
1965年の人口は、旧手稲町の人口を含む。

注2) 四捨五入の関係で合計が一致しない場合がある。

出典：(1950～2010) 総務省「国勢調査」

（

（

中標津町 23,982 21,418 10.7%

ニセコ町 4,823 4,256 11.8%

東川町 7,859 6,636 15.6%

幕別町 26,547 22,062 16.9%

出典：(1950 2010) 総務省「国勢調査」
(2015～2040) 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25年３月推計)」

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成25年３月推計）」 ９



３ 北海道の人口・経済 （３）北海道の出生率

・北海道の合計特殊出生率は全国平均を下回って推移しており、都道府県別順位では第45位である。

合計特殊出生率の推移

北海道 合計特殊出 率は 国平均を下回 推移し おり、都道府県別順位 は第 位 ある。
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出典：厚生労働省「人口動態統計（確定数）」

S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
（年）



３ 北海道の人口・経済 （４）GDP産業別構成比及び成長率１

・全国、他ブロックと比較すると、北海道経済は、製造業のシェアが小さく、伸び率は低くなっている。また、建設業については、
・投資の減少もあって減少率が大きい。これらの点が北海道の経済成長が伸び悩んでいる要因の一つと考えられる。
・北海道が優位性をもつ農林水産業については、伸び率、シェアとも全国、他ブロックと比較して高くなっているが、北海道産業
・に占めるシェアが低いため、北海道経済全体の成長を促すまでにはなっていない。

【全国】 【北海道】
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シェア 3 7% 0 1% 9 7% 6 1% 2 9% 12 5% 4 2% 12 8% 11 4% 20 4% 13 7% 2 4%シェア 1.0% 0.1% 20.4% 4.4% 2.6% 12.4% 5.7% 13.6% 10.2% 18.8% 8.9% 2.0%

成長
率

0.926 0.366 1.198 0.696 1.131 0.849 0.885 1.228 1.595 0.982 1.006 1.237
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縦軸：Ｈ２２／Ｈ１３年度の成長率
横軸：Ｈ２２年度の産業別シェア
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縦軸：Ｈ22／Ｈ13年度の成長率
横軸 Ｈ22年度の産業別シェア

１１

出典： 内閣府「平成22年度県民経済計算」（平成17年基準・連鎖方式の実質値）

（注２）県民経済計算においては、「運輸・通信業」について、平成17年度以降については「運輸業」、「情報通信業」に分割され、「情報通信業」には、平成16年度以前の分類における「通信業」に加え、製造業に分類されていた「出版
業」、「対事業所サービス」に含まれていた「情報サービス業」、「対個人サービス」に分類されていた「放送業」等が含まれる。この様な分類の相違があるが、簡易的に計算を行うため、平成22年度の総生産については、「運輸
業」と「情報通信業」を単純に足した値を計算に用いた

（注１）全国の値は全県計である

（注３ ）連鎖方式による実質値には加法整合性がなく、単純な足し算・引き算は本来できないが、大まかな傾向を分析するために、単純に足し算をした値を用いた

横軸：Ｈ２２年度の産業別シェア横軸：Ｈ22年度の産業別シェア



【関東】
農

電 卸 金 運
サ

政 対営

【東北】
農

電 卸 金 運
サ

政 対営

３ 北海道の人口・経済
（４）GDP産業別構成比及び成長率２

（青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島、新潟）
（茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、

神奈川、山梨、長野）
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率

0.943 0.514 1.100 0.779 1.146 0.887 0.922 1.262 1.962 0.936 1.035 1.162
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【中部】
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（富山、石川、福井、岐阜、静岡、愛知、三重） （滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）

シェア 0.8% 0.0% 31.4% 4.5% 2.9% 10.5% 4.6% 11.7% 8.6% 15.7% 7.4% 1.9%

成長
率

0.881 0.358 1.262 0.713 1.162 0.866 0.869 1.247 1.485 0.994 1.037 1.353
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率
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【四国】
電 卸 金 運 政 対営

【中国】
電 卸 金 運 政 対営

３ 北海道の人口・経済 （４）GDP産業別構成比及び成長率３

（鳥取、島根、岡山、広島、山口） （徳島、香川、愛媛、高知）

農
林
水
産
業

鉱
業

製
造
業

建
設
業

電
気
・
ガ
ス
・

水
道
業

卸
売
・
小
売
業

金
融
・
保
険
業

不
動
産
業

運
輸
・
通
信
業

サ

ー
ビ
ス
業

政
府
サ

ー
ビ
ス

生
産
者

対
家
計
民
間
非

営
利
サ

ー
ビ
ス

生
産
者

シェア 2.2% 0.1% 20.5% 4.1% 3.6% 10.6% 5.2% 12.5% 8.1% 19.2% 11.8% 2.1%
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率
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シェア 2.0% 0.1% 18.5% 4.7% 2.8% 11.6% 4.3% 12.4% 9.8% 20.6% 10.8% 2.4%

成長
率

0.905 0.440 1.517 0.677 1.143 0.849 0.893 1.232 1.405 1.010 1.016 1.207
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３ 北海道の人口・経済 （５）北海道の雇用

・北海道の有効求人倍率は、昭和40年の初めまでを除き、全国平均よりも低く、概ね0.5前後で推移している。また、北海道の完

2 0
倍

北海道と全国の有効求人倍率

・全失業率については、全国平均と同傾向であるが、概ね全国平均よりも高く推移している。

（ ）

1.5

2.0

全国 北海道

0.5

1.0

0.0
S38 S43 S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20

（年度）
H24

(%)
北海道と全国の完全失業率の推移

出典：厚生労働省「一般職業紹介状況」

5.2 
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4.3 

1.0

2.0

3.0

4.0

全国 北海道

0.0

1.0

S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
（年）

１４出典：総務省「労働力調査」



３ 北海道の人口・経済 （６）北海道の地域経済の特徴

・北海道の農林水産業を主体とする地域は、都府県と比べ、第１次産業に直接、間接に関わる人が多く、第1次産業が地域経済
の基幹とな ている

北海道Ａ町 北海道Ｂ町 栃木県Ｃ町 富山県Ｄ町
第1次産業就業者 第1次産業就業者第1次産業就業者第1次産業就業者

・の基幹となっている。

農村地域の就業構造の比較

第1次産業就業者
2,326人(25%)

第1次産業就業者
382人(９%)

第1次産業就業者
1,462人(９%)

第1次産業就業者
2,042人(51%)

出典：総務省「平成22年国勢調査」

Ａ町の総就業者数 9,477人 Ｂ町の総就業者数 4,280人

・食品工業
製造業 ・乳業（株）

（注）栃木県、富山県は、町村の１、２、３次産業就業者比率の平均に近い町を選択したもの。

運輸業
430人（80％）

農業従事者
漁業従事者

1 536人

農業従事者
695人

運輸業
49人（80％）

（砂糖・冷凍品・
缶詰・肉製品）
・農業機械

卸売・小売業
・農業用機械販売
・肥飼料販売
燃料販売

製造業
250人（80％）

・乳業（株）
・農業機械
・水産（株）

卸売・小売業
168人（60%）

・燃料販売
・電気商会
・小売商会
農業用機械販売

製造業
478人（54%）

建設業
150人（20％）

農業従事者

2,398人
1,536人

建設業
53人（20％）

400人（30%） ・燃料販売
・コープ

サービ業・公務
239人（16%）

・役場
・JA
・試験場

168人（60%） ・農業用機械販売
・コープ

農業支援業
32人

・ﾍﾙﾊﾟｰ組合
・研修牧場

サービ業・公務
・JA・漁協・役場
・農業共済組合支所

（注１）総就業者数は、「平成17年国勢調査」より
（注２）Ａ町（）内は、各産業分野の農業関連の占める割合で北海道調べ、Ｂ町（）内は、各産業分野の農水産関連の占める割合でＢ町調べで北海道開発局が推計

直接的な農業関係従事者
4,095人＜43％＞

直接的な農水産業関係従事者
2,988人＜70％＞

サ ビ業 公務
205人（46%）

・農業共済組合支所
・農業機械整備工場
・船舶整備工場
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４ 我が国の政策動向 （１）『日本再興戦略』の概要

・平成25年６月14日日本再興戦略閣議決定。成長戦略を実行・実現するものとして、政権を挙げて優先的に取り組むべき施策を
厳選し クシ プ が打ち出された厳選し、３つのアクションプランが打ち出された。

日本産業再興プラン 戦略市場創造プラン 国際展開戦略

（ 主要な成果目標）

① 産業の新陳代謝の促進
（緊急構造改革プログラム）

・３年間で設備投資を10％増加させ、リーマンショッ
ク前の民間投資の水準（約70兆円/年（昨年度63
兆円））に回復

① 国民の「健康寿命」の延伸
・健康予防、介護関連産業の市場規模を2020年に

10兆円（現状４兆円）に拡大
・医薬品、医療機器、再生医療の医療関連産業の

市場規模を2020年に16兆円（現状12兆円）に拡大

① 経済連携の推進
・2018年までに、貿易のＦＴＡ比率70％（現状19％）

を目指す

兆円））に回復
・開廃業率10％台（現状約５％）を目指す

② 人材力強化・雇用制度改革
・５年間で失業期間６ヶ月以上の者の数を２割減少

させ、転職入職率を９％（2011年7.4％）に
・2020年に女性の就業率（25歳～44歳）を73％（現

市場規模を2020年に16兆円（現状12兆円）に拡大

② クリーン・経済的なエネルギー需給の実現
・2020年に約26兆円（現状８兆円）の内外のエネル

ギー関連市場を獲得

② インフラ輸出
・2020年に約30兆円（現状約10兆円）のインフラシ

ステムを受注

③ 中堅 中小企業に対する支援・2020年に女性の就業率（25歳～44歳）を73％（現
状68％）に

・今後10年間で世界大学ランキングトップ100に10校
（現状２校）以上に

③ 科学技術イノベーション
技 グを 後 年

③ 安全・便利で経済的な次世代インフラの構築
・2030年に重要・老朽化インフラは全てセンサー等

を活用した高度で効率的な点検・補修を実施
・2030年には安全運転支援装置・システムが国内販

③ 中堅・中小企業に対する支援
・2020年までに中堅・中小企業等の輸出額の2010

年比２倍を目指す

④ クールジャパンの推進
・イノベーション（技術力）ランキングを今後５年以内

に世界第１位に

④ 世界最高水準のＩＴ社会の実現
・2015年度中に、世界最高水準の公共データ公開

内容（データセット１万以上）を実現

売新車に全車標準装備、ストックベースでもほぼ
全車に普及

④ 世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の
実現

・2018年までに放送コンテンツ関連海外売上高を
現在（63億円）の３倍に増加

⑤ 対内直接投資の活性化
・2020年における対内直接投資残高を2012年末内容（デ タセット１万以上）を実現

⑤ 立地競争力の強化
・2020年までに、世界銀行のビジネス環境ランキン

グで先進国３位以内（現在15位）に
・世界都市総合力ランキングで東京を３位以内（現

在４位）に

実現
・2030年に訪日外国人旅行者数3,000万人を達成

（2012年は837万人）
・今後10年間で６次産業化を進める中で農業・農村

全体の所得を倍増

2020年における対内直接投資残高を2012年末
時点の17.8兆円から35兆円へ倍増

在４位）に

淀んでいたヒト、カネ、モノを一気に動かし、10年間の平均で名目成長率３％程度、 実質成長率２％程度を実現。
その下で、10年後には１人当たり名目国民総所得が150万円以上拡大。
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４ 我が国の政策動向 （２）『攻めの農林水産業』の概要

・平成25年５月21日、内閣に総理を本部長とし関係閣僚が参加する「農林水産業・地域の活力創造本部」が設置。農林水産業・
・地域が将来にわたって国の活力の源となり 持続的に発展するための方策を幅広く検討 今後 「農林水産業・地域の活力創・地域が将来にわたって国の活力の源となり、持続的に発展するための方策を幅広く検討。今後、「農林水産業・地域の活力創
造プラン」を年内に策定の予定。

【需要サイドの取組】
184

【日本再興戦略 -JAPAN is BACK-】（６月14日）

【総理指示】需要の
フロンティア の

「
攻
め

官
邸「

攻
め
の
農

輸出促進等による需要の拡大

・日本の食の海外展開に向けた「Ｆ・Ｂ・Ｉ」戦略

・機能性の活用等の新たなニーズへの対応

【需要と供給をつなぐバリューチェーンの構築】

農林水産業を
若者に魅力
ある産業に

フロンティア
の拡大

の
先
進
事
例

め
の
農
林
水

邸
に
「
農
林
水

設
置
し

農
林
水
産
業
」

（２
月
18

【需要と供給をつなぐバリュ チェ ンの構築】

６次産業化による農林水産物・食品の高付加価値化等

・農林漁業成長産業化ファンドの本格展開

・医食農連携等、多様な業種との連携

・強みのある農林水産物づくり

日本の農山漁
村、ふるさとを

守る

生産から
消費までの
バリュー

例(

現
場
の
宝

水
産
業
」
の

（
４
月
23

水
産
業
・
地

し
、
具
体
策

【供給サイドの取組】

農地を最大限効率的に活用するなど、生産現場を強化

・担い手への農地集積・集約化

」
３
つ
の
戦
略

18
日
第
２
回
産
業

・科学技術イノベーションの活用
守る

・医食農連携、ＩＣ
Ｔの活用といっ
た新たな視点

バリュー
チェーン
の構築

宝)

を
踏
ま

具
体
化
の

23
日
第
７
回
産
業

域
の
活
力
創

策
の
検
討
を
開

担い手への農地集積 集約化

・耕作放棄地の発生防止・解消
略
の
方
向

業
競
争
力
会
議
で
提

【林業】
・新たな木材需要の創出と国産材の安定供給体制の構築

新 な視点

・現場や地域の
声にしっかり
耳を傾ける

【水産業】

生産現場

（担い手、農地等）

の強化

ま
え
、

方
向
を
検

競
争
力
会
議
で
提

創
造
本
部
」

開
始

（
５
月

提
示
）

耳 傾
【水産業】

・水産物の消費・輸出拡大、持続可能な養殖の推進

の強化 討
提
示
）

を21
日
）

日本再興戦略における成果目標
●今後10年間で、全農地面積の８割が、「担い手」によって利用され、産業界の努力も反映して担い手のコメの生産コストを現状

出典：農林水産省「第２回農林水産業・地域の活力創造本部」資料

●今後10年間で、全農地面積の８割が、 担い手」によって利用され、産業界の努力も反映して担い手のコメの生産コストを現状
全国平均比４割削減し、法人経営体数を５万法人とする。

●2020年に６次産業の市場規模を10兆円（現状約１兆円）とする。
●2020年に農林水産物・食品の輸出額を１兆円（現状約4,500億円）とする。
●今後10年間で６次産業化を進める中で、農業・農村全体の所得を倍増させる戦略を策定する。 １７



４ 我が国の政策動向

・訪日外国人旅行者数1,000万人の達成、さらにその先の目標である2,000万人の高みを目指すために必要な施策を４つの重点
分野とし とりまとめた「観光立国実現に向けた クシ プ グ ム を 平成 年 月 に観光立国推進閣僚会議にお

（３）『観光立国実現に向けたアクション・プログラム』の概要

・分野としてとりまとめた「観光立国実現に向けたアクション・プログラム」を、平成25年６月11日に観光立国推進閣僚会議におい
て決定。

日本ブランドの作り上げと発信 外国人旅行者の受入の改善

○オールジャパン体制による連携の強化・拡大
新たに官邸において開催されることとされた「国際広報強化連絡会議」において、
各府省庁の広報機会、コンテンツ等を共有し、政府一体となって訪日の魅力を海外
に発信

○出入国手続の改善

○多言語対応の改善・強化
美術館・博物館、自然公園、観光地、道路、公共交通機関等における外国人目線に
立った共通のガイドラインを策定

○クールジャパンと一体となった日本ブランドの発信

○新たな視点に立った訪日プロモーションの実施

ビザ要件 緩和等 よる訪 旅行 促進

立った共通のガイドラインを策定

○宅配便運送サービスを利用した「手ぶら観光」の推進

○ムスリム旅行者への対応

○免税制度のあり方の検討

○ビザ要件の緩和
これまでに、タイ及びマレーシア向けのビザ免除、ベトナム、フィリピン、アラブ首長
国連邦向けの数次ビザ化並びにインドネシア ロシアの数次ビザに係る滞在期間

ビザ要件の緩和等による訪日旅行の促進 ○地域の観光ポテンシャルの最大化
観光資源の発掘・磨き上げによる商品化、情報発信等の実施による観光地域の魅力
向上と新ビジネスの育成促進等

○被災地における旅行需要の喚起
国連邦向けの数次ビザ化並びにインドネシア、ロシアの数次ビザに係る滞在期間
の延長を実施。また外国人の長期滞在を可能とする制度の導入を検討

○利用しやすい宿泊施設や交通機関の周知
外国語放送、両替の有無など、外国人が利用しやすいホテル・旅館の施設やサー
ビスについての情報提供の仕組みを導入

○被災地における旅行需要の喚起

国際会議（ＭＩＣＥ）の誘致や投資の促進

ビスについての情報提供の仕組みを導入

○クルーズの振興

○航空ネットワークの更なる充実
北海道から沖縄まで日本各地が世界各国と航空網でつながることを目指す

○国を挙げた一体的なＭＩＣＥ誘致体制の構築

○都市のＭＩＣＥ受入環境の整備
文化施設や公共空間等のユニークベニューを用いたイベント開催の活性化を図るため、
施設関係者、利用事業者、自治体、関係省庁等による協議会を年内早期に設置

日本再興戦略における成果目標

●2013年に訪日外国人旅行者1,000万人、2030年に3,000万人強を目指す。
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４ 我が国の政策動向

・国民の生命と財産を守り抜くため、事前防災・減災の考え方に基づき、強くてしなやかな国をつくるための国土強靭化（ナショナ
ジリ ）に関し 関係府省庁が情報交換 意見交換を行 連携を図るとともに 総合的な施策を検討 推進するため

（４）『ナショナル・レジリエンス（防災・減災）』の概要

・ル・レジリエンス）に関し、関係府省庁が情報交換・意見交換を行い、連携を図るとともに、総合的な施策を検討・推進するため
・開催している関係府省庁連絡会議が、2013年５月28日に「国土強靱化（ナショナル・レジリエンス（防災・減災））推進に向けた当

・面の対応」を発表。
・本発表で示された考え方に基づき、施策の具体化が進められており、「国土強靭化政策大綱（仮称）」を年内に策定予定。

Ⅰ．人命は何としても守り抜く

Ⅱ．行政・経済社会を維持する重要な機能が致命的な損傷を負わない

財産 施 等 す 被害を き 軽減 被害拡大を防 す

● 国土強靭化に関する基本的方針

Ⅲ．財産・施設等に対する被害をできる限り軽減し、被害拡大を防止する

Ⅳ．迅速な復旧・復興を可能にする

● 自然災害等に対する脆弱性評価

国土の強靭性を確保するうえで事前に備えるべき目標に照らして、「起こってはならない事態」、及び個々の事態を回避するた
めに必要な各府省庁施策パッケージ （「プログラム」と呼ぶ）を整理・分類し、脆弱性評価を実施。
→評価の結果を踏まえて、ナショナル・レジリエンス（防災・減災）懇談会とも連携し、各府省庁において課題への対応を検討。

【目標】〈国土の強靭性（レジリエンス）を確保するうえで事前に備えるべき目標〉
１ 大規模災害が発生したときでもすべての人命を守る
２ 大規模災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる（それがなされない場合の必要な対応を含む）
３ 大規模災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する
４ 大規模災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する
５ 大規模災害発生後であっても 経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない５ 大規模災害発生後であっても、経済活動（サプライチェ ンを含む）を機能不全に陥らせない
６ 大規模災害発生後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、

これらの早期復旧を図る
７ 制御不能な二次災害を発生させない
８ 大規模災害発生後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

今後実施するもの

●今秋以降、国土強靭化に関する施策の策定に係る基本的な指針になる「国土強靭化政策大綱（仮称）」を策定。
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５ 北海道総合開発計画 （１）開発計画の推移
○法的根拠 「国は、(中略）、北海道総合開発計画を樹立し、これに基づく事業を（中略）実施するものとする。」（北海道開発法第2条）
○目 的 北海道の豊富な資源や広大な国土を利用し国全体の安定と発展に寄与

計 画

第１期総合開発計画 第２期総合

開 発 計 画

第 ３ 期 総 合

開 発 計 画

第 ４ 期 総 合

開 発 計 画

第 ５ 期 総 合

開 発 計 画

第 ６ 期 総 合

開 発 計 画

地球環境時代を先導

する新たな北海道

総 合 開 発 計 画

第１次

５ヶ年計画

第２次

５ヶ年計画

閣議決定 － 昭32年12月27日 昭37年7月10日 昭45年7月10日 昭53年2月28日 昭63年6月14日 平10年4月21日 平20年7月4日
期 間
(年 度)

昭27～31年 昭33～37年 昭38～45年
昭46～55年

（昭52年打切）
昭53～62年 昭63～平9年

平10～
おおむね19年度

平20～
おおむね29年度

計画の目標等

資源開発 産業の振興 産業構造の高度化 高生産・高福祉社会

の建設

安定性のある総合環

境の形成

我が国の長期的発展

への貢献・力強い北

海道の形成

北海道の自立、恵ま

れた環境・資源の継

承等

アジアに輝く北の拠

点、森と水の豊かな

北の大地、地域力あ

る北の広域分散型社

会

拠点開発の推進 先導的開発事業の推 地域総合環境圏の展 重層ネットワーク構 地域の創意と工夫、 多様な連携・協働、

戦 略

拠点開発の推進 先導的開発事業の推

進、中核都市圏の整

備と広域生活圏の形

成

地域総合環境圏の展

開

重層ネットワ ク構

造の形成と都市田園

複合コミュニティの

展開

地域の創意と工夫、

適切な支援

多様な連携 協働、

投資の重点化、北海

道イニシアティブの

発揮

電源の開発

道路、港湾、河川等

の整備拡充

道路、港湾等産業基

盤の増強

電源の開発

農林水産業の近代化

鉱工業の積極的開発

振興

近代的産業の開発振

興

社会生活基盤の強化

基幹的産業の発展基

盤の整備

中枢管理拠点の形成

柔軟で活力のある産

業群の形成

高度な交通 情報

地球規模に視点を置

いた食料基地を実現

し成長期待産業等を

グローバルな競争力

ある自立的安定的経

済の実現

主要施策

の整備拡充

食糧の増産

開発の基本調査

電源の開発

国土保全施設の整備

農業生産基盤の拡充

強化

農林水産業の生産性

強化

振興

総合的交通通信体系

の確立

国土保全と利水の総

合的推進

社会生活環境施設等

社会生活基盤の強化

新交通、通信、エネ

ルギー輸送体系の確

立

国土保全と水資源の

開発

中枢管理拠点の形成

都市及び農山漁村環

境の整備

基幹的交通通信体系

の整備

水資源開発施策等の

高度な交通、情報・

通信ネットワークの

形成

安全でゆとりのある

地域社会の形成

し成長期待産業等を

育成する施策

北の国際交流圏を形

成する施策

北海道の美しさ雄大

さを引き継ぐ環境を

済の実現

地球環境時代を先導

し、自然と共生する

持続可能な地域社会

の形成

魅力と活力ある北国
主要施策

鉱工業の積極的開発

文化厚生労働施設の

整備

の整備拡充

産業技術の開発、技

術、訓練の強化並び

に労働力移動の円滑

化

自然の保護保存と観

光開発の推進

整備

国土保全等安全基盤

の確保

北方的社会文化環境

の形成

保全する施策

観光・保養など国民

の多様な自己実現や

交流の場を形成する

施策

安全でゆとりある生

の地域づくり・まち

づくり

内外の交流を支える

ネットワークとモビ

リティの向上

安全・安心な国土づ安全でゆとりある生

活の場を実現する施

策

安全・安心な国土づ

くり

経
済
社

人 口 ６００万人 ５５０万人 ５８６万人 ６００万人 ６２０万人 ６２０万人 ５８０万人 －

経済成長率 － ７．１％ ８．８％ ９．６％ ７％ ４１/４％
おおむね全国と

同程度
－

２０

会
フ
レ
ー
ム

資 金 ４,３３５億円 ６,６００億円

３．３兆円

行政投資0.94兆円､政府

企業、民間企業等投資

2.36兆円

２０.７５兆円

行政投資8.55兆円､民間

企業等投資12.2兆円

４７.１兆円

行政投資18.1兆円、民

間企業等投資29兆円

６０兆円程度

内広義の国土基盤投資

40兆円程度 － －



５ 北海道総合開発計画

地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画
（第７期北海道総合開発計画）

今後 第 期計 推進 基本的考 方

第７期計画の中間点検結果の概要

（２）第７期計画と中間点検

○平成20年7月4日閣議決定 ○計画の期間：平成20年度からおおむね平成29年度まで
○付記：計画策定からおおむね5年後に計画の総合的な点検を行う

○地球環境問題○グローバル化の進展

第７期計画策定時の我が国をめぐる環境変化と国家的課題

○人口減少と急速な少子高齢化

○第７期計画の点検結果を見ると、一定の進捗が見られるものがある一方、解決す
べき課題もある

○東日本大震災を踏まえた国土の脆弱性の克服、再生可能エネルギーの利活用の
層の促進 北海道の農水産品の輸出拡大 インバウンド観光の振興等の取組が

今後の第７期計画推進の基本的考え方

○人口減少と急速な少子高齢化 一層の促進、北海道の農水産品の輸出拡大、インバウンド観光の振興等の取組が
期待される

○食、観光、環境といった北海道の資源・特性を活かして、我が国の課題解決に貢献
し、地域の活力ある発展を図るという第７期計画が目指す方向は現時点でも有効で
あり、課題を踏まえて一層の施策の充実・強化を図りつつ、引き続き計画を推進アジアに輝く北の拠点

～開かれた競争力ある
森と水の豊かな北の大地
～持続可能で美しい北海

地域力ある北の広域分散
型社会～多様で個性ある

３つの戦略的目標

点検結果を踏まえ更なる重点化を図る施策

今後の第７期計画の推進方策について

～開かれた競争力ある
北海道の実現

～持続可能で美しい北海
道の実現

型社会～多様で個性ある
地域から成る北海道の実
現

戦略的目標を達成するための主要施策

一定の進捗が見られるが、社会経済情勢の変化も踏まえ、更に重点化を図る施策

食料供給力の強化 インバウンド観光の振興

安全・安心な国土の形成 アイヌ施策の推進

グローバルな競争力ある
自立的安定経済の実現
（食、観光、成長産業）

内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

魅力と活力ある北国の
地域づくり・まちづくり

地球環境時代を先導し
自然と共生する持続可
能な地域社会の形成

多様な連携・協働 新たな時代を見据えた投資の重点化

計画の進め方

重点施策であるが、進捗に遅れが生じており、更に重点化を図る施策

北海道に優位性のある食関連産業の育成

環境負荷の少ない持続可能な地域社会の実現

活力ある地域づくり 北方領土隣接地域振興対策

内外の交流を支えるネットワ クとモビリティの向上

安全・安心な国土づくり

多様な連携 協働 新たな時代を見据えた投資の重点化

新たな北海道イニシアティブの発揮

国家的規模の災害に備えた機能分散や体制の整備

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギーの利活用の促進・我が国が直面する課題についての計画

近年の社会経済情勢の変化
平成24年度に中間点検を実施

社会経済情勢の変化に対応して強化を図る施策

北海道に豊富に賦存する再生可能エネルギ の利活用の促進

社会資本の戦略的維持管理

域内総生産と雇用の増加に資する成長期待産業の育成

・我が国が直面する課題についての計画

策定後の変化

・計画策定後の北海道開発をめぐる状況

の変化
（東日本大震災、世界的金融危機と長引くデフレ等）

検討体制

国土審議会北海道開発分科会

〃北海道開発分科会計画推進部会
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